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1. 労務管理 シフト制労働者に対する適切な労務管理 

「シフト制」とは、労働契約の締結時点では労働日や労働時間を確定的に定めず、一定期間（1 週間、1 か月など）ご
とに作成される勤務シフトなどで、初めて具体的な労働日や労働時間が確定するような勤務形態を指します。 

このような形態には、その時々の事情に応じて柔軟に労働日・労働時間を設定できるという点で契約当事者双方にメリ
ットがあり得る一方、使用者の都合により、労働日がほとんど設定されなかった、労働者の希望を超える労働日数が設定
されたなど、労働紛争が発生する事例も確認されています。 

近時では、新型コロナウイルス感染症の影響で時短営業をやむなくされ、それによるシフト削減で、収入の減少した労
働者の生活困窮の実態が社会的に問題視されています。本稿では、厚生労働省が今年 1 月に公開した「いわゆる『シフト
制』により就業する労働者の適切な雇用管理を行うための留意事項」を概説し、併せてシフト削減の当否が争われた訴訟
の一例をご紹介します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１．労働条件の明示 

労働契約の締結時には、労働者に対して、契約期間
や就業場所などの一定事項に関する労働条件の明示が
義務付けられています（労働基準法第15条第1項、労
働基準法施行規則第5条）。 

中でもシフト制労働者に対する労働契約では、以下
の点について留意が必要とされています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２．シフト制労働契約で定めることが考えられる事項 

前項の明示事項に加えて、トラブル防止の観点か
ら、シフトの作成・変更・設定などについて、現状の
勤務実態を考慮したうえでルールを決めておくと良い
でしょう。次に厚生労働省の示す例をご案内します。 

作
成 

・シフトの作成時に、事前に労働者の意見を聞くこと 
・シフトの通知期限 例:毎月〇日 
・シフトの通知方法 例:電子メールなどで通知 

変
更 

・一旦確定したシフトの労働日、労働時間をシフト期
間開始前に変更する場合に、使用者や労働者が申出
を行う場合の期限や手続 

・シフト期間開始後、確定していた労働日、労働時間
をキャンセル、変更する場合の期限や手続 

設
定 

作成・変更のルールに加えて、労働者の希望に応じて
以下の内容についてあらかじめ合意することも考えら
れる 
・一定の期間中に労働日が設定される最大の日数、時

間数、時間帯 
・一定の期間中の目安となる労働日数、労働時間数 
・これらに併せて、一定の期間において最低限労働す

る日数、時間数などを定めることも考えられる 

 

【始業・終業の時刻】 
労働契約の締結時点で、すでに始業と終業の時刻が確定
している日については、労働条件通知書などに単に「シ
フトによる」と記載するだけでは不足であり、労働日ご
との始業・終業時刻を明記するか、原則的な始業・終業
時刻を記載した上で、労働契約の締結と同時に定める一
定期間分のシフト表等を併せて労働者に交付する必要が
あります。 

【休日】 
具体的な曜日等が確定していない場合でも、休日の設定
にかかる基本的な考え方などを明記する必要があります 
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2. 社内規程 テレワークに関する取組課題と、社内ルールの策定 

新型コロナウイルスの感染拡大防止策と相まって、時間や場所にこだわらない柔軟な働き方の一つとして、テレワーク
の導入・活用が国を挙げて推進されています。しかし、いままでと異なる新たな取り組みのため、さまざまな課題を感じ
ながら進めている企業も多いようです。 

この度、一般社団法人 日本経済団体連合会（以下「経団連」）が実施した「2021 年人事・労務に関するトップ・マネ
ジメント調査」の結果が公表されましたが、そこでは経団連会員企業の労務担当役員などがテレワークに対して持つ、意
識・意見などが記載されています。本稿では、その中からテレワークの課題について取り上げつつ、1 番の課題として挙
げられているルール作りについて、経済産業省策定のガイドブックを参考としてご紹介します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
■テレワークの導入・活用に向けて、重点的に取り組んでいる課題（複数回答、うち上位 5 つを抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所）一般社団法人日本経済団体連合会「2021 年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査」 

 
１．テレワークにおける課題 
 経団連実施「2021年人事・労務に関するトップ・
マネジメント調査」によれば、テレワークの導入・活
用に向けて、重点的に取り組んでいる課題として、
「社内ガイドラインやルールの策定・整備」(52.0％) 
が最も多く挙げられており、次点の「情報通信環境 

 
（ソフトウェア・ハードウェア）の整備」(31.6％)と
比べて、20ポイント近く上回っています。 

テレワークのルールは、その他広範にわたる課題に
も対処すべく策定する必要があるため、検討すべき事
項も多く、課題と感じている企業が多いのではないで
しょうか。 

 
３．勤務実績の評価 

シフトを大幅に削減したことの当否が争われた地裁
判例があります。 

この裁判は、介護関連事業を営む会社に対し、シフ
ト制労働者の原告が、雇用契約書や労働条件通知書の
「週5日程度」としている出勤日の記載を基に下回っ
た日数に相当する賃金の支払いを請求したものです。 

裁判所は「雇用契約書及び労働条件通知書…におけ
る出勤日の記載は『週５日程度』というもので、文面
上は本件施設が営業していない日曜日も出勤日の候補
に含むものである上、『業務の状況に応じて週の出勤
日を決める。』との記載も伴うものであるから、これ
をもって直ちに、本件雇用契約における週の所定労働
日数が5日であったと認定することはできない」とは
したものの、「本件雇用契約における所定労働日数に
係る合意は、上記各契約書の記載のみにとらわれるこ 
 

 
となく、本件請求期間より前の控訴人の勤務実態等の
事情も踏まえて、契約当事者の意思を合理的に解釈し
て認定するのが相当である」と判示し、週4日を所定
労働日数とする合意が成立していたと認定しました。 

勤務実態から所定労働日数についての労使合意が認
定された点については、前述の留意事項と併せて、注
意が必要といえそうです。 

 
４．さいごに 

労働時間などの明示の曖昧さは、運用に柔軟性を与
える一方、恣意的な運用により賃金の未払い訴訟に発
展した事例もあります。書面と勤務実態と留意すべき
点をあげましたが、一番大切なことは、労使の合意と
いうことに落ち着くでしょう。シフト制を導入してい
る企業は、合意形成が得られる運用がなされている
か、今一度確認してみると良いでしょう。 
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■テレワーク勤務に必要な社内ルールづくり検証項目チェックリスト 

（出所）経済産業省「THE Telework GUIDEBOOK 企業の為のテレワーク導入・運用ガイドブック」 
 
 
 
 
 
 
 

Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、2 ページ目の「テレワークに関する取組課題と、社内
ルールの策定」に関連する豆知識をお伝えします。 

 
 
       

Q． テレワークの導入にあたって就業規則を変更する必要はありますか?  

A． 
現在、就業規則に記載されている「労働時間」「業績評価等の取扱い」「通信費および
情報通信機器の費用」「社内教育等の取扱い」について別個に定めることがあれば、
就業規則を変更すべきでしょう。 

なお、現行の就業規則で定められていないことについては、テレワークに必要とされる規程を「テレワーク勤務規程
（「在宅勤務規程」「モバイル勤務規程」等）」として、補完的に定めれば足りるとされています。その場合には、当該規
程も就業規則の一部とされます。 
 

検証項目 内    容 

就 業 場 所 の 明 示 
在宅勤務の場合は就業場所を「自宅」と書面で明示しなければならない 
「テレワーク勤務辞令」等の作成 

テレワーク勤務の適性 
業務に慣れていない新入社員や自己管理能力の低い従業員にはテレワーク勤務を許可しないような一定の
基準を取り決め「テレワーク実施申請書」等で執務環境やテレワークの頻度を申請させる 

業務連絡・報告の方法 
始業・終業時の連絡方法や日常業務の進捗や報告方法等をルール化する必要があり、又テレワーカーへ指
示する業務連絡の方法についてもルール化する必要がある。（メールや文書で行うことが望ましい） 

労 働 時 間 既存の就業規則が導入するテレワーク勤務に適応できるか 

人 事 評 価 制 度 既存の賃金制度で不利益が生じないか 

手 当 
テレワーク勤務の実施頻度等による別の通勤手当支給基準を設ける必要があるかどうか。通信費や水道光
熱費等の負担に代わる「在宅勤務手当」等を設ける必要があるかどうか 

服 務 規 律 既存の就業規則でテレワーク勤務時の服務規律が保てるかどうか 

情 報 セ キ ュ リ テ ィ 
情報（文書・電子データ）の持ち出しルールが既存の規定で対応できるか、又、在宅勤務の場合の自宅環
境やモバイル勤務の場合のノートパソコンの取扱いルールが必要か 

労 働 災 害 
在宅勤務時における「私的な行為」は業務上災害にならないことから外出時の注意事項や自宅以外の場所
での勤務を認めるかどうか 

健 康 管 理 
⾧時間労働や健康上悪影響のある不規則な勤務を防止するためのルールが必要かどうか、又、VDT作業、
腰痛防止等健康管理のため通常従業員以外の健康管理措置（産業医、保健師等の健康相談）が必要か 

教 育 研 修 OJTの機会が少なくなることから教育・研修に不利益が生じないか 

緊 急 時 の 対 応 災害時の行動（避難場所等）や会社からの緊急連絡の方法、パソコン等の不具合時の対応等 

費 用 負 担 の 清 算 消耗品（文具、紙等）、宅配便等を利用した場合の費用の清算方法 

回 覧 物 ・ 定 期 会 議 
社内通知や回覧物が正しく情報が伝わるか重要度・緊急度をランク付けし予め通知ルールを決めておく。
又、健康状態のチェックや疎外感を感じさせないため定期会議を開催するルール化も効果的である 

 
２．テレワークに関する社内のルール作り 
 このような企業を支援するため、経済産業省はテレ
ワークの導入・運用に関するガイドブックを策定して 

 
います。そのうち「テレワーク勤務に必要な社内ルー
ルづくり検証項目チェックリスト」を参考としてご紹
介します。 

 
３．さいごに 
 前項のチェックリストの通り、業務を回すことのみ
ならず、働くことにまつわる様々なことについての取
り決めが必要になります。 

 
現場を担う従業員の意見を聴き、また自社に最適なル
ールはどのようなものなのかを検証しながら適宜改良
を重ね、実態に沿ったルールの策定・確立を図りまし
ょう。 


